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要　旨
　本稿では、大阪市立大学における小児看護学・小児医療と病弱教育の取り組みと連携について述べた。小児看護学
実習時の分教室在籍患児の受け持ち状況や本学附属病院分教室教員の特別講義からの学び等を挙げながら、小児の成
長発達を踏まえた看護や多職種間の連携によるチーム医療等について述べた。さらに、病弱教育に関する関係省庁、
教育委員会、本学分教室紹介資料等を基にしながら、分教室と小児医療の連携と取り組みの実際について述べた。
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はじめに
　近年、医療はめざましい発展を遂げている。また、看
護の専門性も、医学の進歩や社会の発展にともない、拡
大化している。そのことは、約20年前（1996年）と現在
（2015年）の同一の出版社（メヂカルフレンド社）の「小
児看護の対象」についての記述内容からも、読み取れる。
約20年前のテキストでは、「小児看護の対象は、健康の
あらゆるレベルのすべての小児である。したがって、そ
れぞれに援助内容は異なるが、家庭や幼稚園、保育所、
学校、施設、病院などの小児のいるところではどこで
も小児看護が行われなければならない。」と記されてい
る1）。その一方で現在のテキストでは、「小児看護の対
象は、狭義には健康のあらゆる段階にあるすべての小児
とその両親（保護責任者）、きょうだい、祖父母を含む
家族である。広義には小児を取り巻く人々、地域社会を
含む。」と記されている2）。いずれも、病院以外の場を
含む環境を挙げているのは類似しているが、現在版の方
では、小児だけでなく、その家族も対象であることが明
記されている。また、教育現場においては、20年前には
障害のある子どもの教育を保証する場として、盲学校・
聾学校・養護学校がそれを担っていたが、現在は、2007
（平成19）年４月より特別支援学校として、視覚障害者、
聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者、または病弱者
（身体虚弱者を含む）への教育活動を行っている3）。
　本学附属病院分教室では、特別支援学校病弱部門の教
諭（分教室教員）による病弱教育を行っているが、小児
看護学実習の際には、分教室在籍患児の受け持ちや分教
室教員の特別講義等を通して、小児の成長発達を踏まえ
た看護や多職種間の連携によるチーム医療の重要性に関
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弱部門の教諭が担当している。
結果および考察
１．分教室在籍患児の受け持ち状況
　本学附属病院分教室が、市内小学校の院内学級と大阪
市立光陽特別支援学校訪問学級中学部から移管された
2012（平成24）年４月から、2015（平成27）年７月まで
の看護学実習において受け持った分教室在籍の患児数
は、以下の通りであった。小児看護学実習（３年生）１
グループ当たりの分教室在籍患児の受け持ち数につい
ての３年間の平均は、2.3人で、各年度の全学生の29.5～
45.5％が分教室在籍の患児を受け持っていた（表１、図
１）。また、統合看護実習［小児］（４年生）の４年間（計
４グループ）の分教室在籍患児の受け持ち数は、１グルー
プ当たり１人～３人であった（表２）。そして、2012（平
成24）年４月から2015（平成27）年７月に、本学附属病
院小児医療センターにおいて看護学実習を行った全25グ
ループの分教室在籍の受け持ち患児の割合は、35.0％で
あった（図２）。
する学びを深めている。本稿ではその実際と、小児の復
学支援のための分教室と小児医療の連携や取り組みにつ
いて述べる。
方法
　調査時期は、2015（平成27）年８月であった。分析項
目は、2012（平成24）年から、2015（平成27）年７月ま
での小児看護学実習および統合看護実習［小児］の分教
室在籍の受け持ち患児数、１グループ当たりの受け持ち
数、分教室見学実習に関する学生のカンファレンス資料
と実習記録内容および教員用実習ノートの記載内容か
ら、分析を行った。倫理的配慮として、学生および受け
持ち患児が特定されないようにした。
用語の定義と説明
　文部科学省によれば、病弱児とは、「病弱及び身体虚
弱の子供」のことを示し、病弱教育とは、「病弱及び身
体虚弱の子供に対して行われる教育」を示す4）。本学附
属病院分教室における病弱教育は、市内特別支援学校病
表１．小児看護学実習（3年生）1グループ当たりの
分教室在籍患児の受け持ち数（年度別）
図１．3，4年生の看護学実習（小児）時の分教室在籍患児の受け持ち状況
表２．統合看護実習［小児］（4年生）の分教室
在籍患児の受け持ち数（年度別）　
図２．分教室在籍の有無による受け持ち状況
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　これまでの分教室見学学習時の学生からの一般的な質
問内容は表３の通りであり、出席の扱いについて、対象
となる発達段階について、費用について他、様々な質問
を寄せていた。表３に挙げた、学生が出している質問の
うち、７番と８番の、分教室への転入手続きについては
簡素化するよう、また退院後も通学が困難な病気療養児
への支援についても必要に応じて行うよう、文部科学省
が2013（平成25）年に通知を出している5）。
２．分教室見学および分教室教員による特別講義
　本学では、３年生の小児看護学実習の２週目後半に、
分教室見学および分教室教員による特別講義を受講する
機会を設けている。分教室では入院中の患児へ、小学校・
中学校に準じ、一人一人に応じた授業が行われている（写
真１～４、資料１）。
写真１．分教室の玄関
写真２．小学生の教室（黒板側）
写真３．小学生の教室（本棚側）
写真４．中学生の教室
資料１．光陽特別支援学校　病弱部門パンフレット
「分教室のご案内」
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的な体験であると言える。
　小児看護学実習では、実習目的として、「健康障害を
もつ子どもを総合的に理解し、子どもとその家族に応じ
た看護が実践できる基礎的能力を養う」ことを挙げてい
るが、看護学生は、実際の現場において、医師、看護師、
病棟保育士による医療や保育、分教室教員による日常生
活指導も含めた教育・学習支援がどのように行われてい
るかを学ぶと同時に、学生自身の患児や家族へのかかわ
りを振り返りながら、学びを深めてゆく（表５）。本調
査内容である、分教室に関する学びについても、学生は、
実習目標にそって、学んだ内容をカンファレンスの中で
議論したり、実習記録にまとめる中で再考してゆくこと
が出来ていた。
３．分教室と小児医療センターの取り組みと連携の実際
　院内学級が全国にどのくらいあるのかが挙げられた資
料として、厚生労働省の「健やか親子21」の報告書があ
るが、それによれば8）、2001年の院内学級を持つ小児病
棟の割合は、30.1％であり、10年後の2010年の時点にお
いてもその数は、ほぼ横ばいで推移おり、厚生労働省が
当初目標としていた100％にはまだ届いていない状況に
ある9）。
　また、大阪府の状況を把握するために、全国47都道府
県の特別支援学級数について調査したところ、特別支援
教育の推進のため、改正学校教育法により、従前の盲・聾・
養護学校が、特別支援学校に一本化された2007年時点に
おける、大阪府の特別支援学級数（病弱・身体虚弱）は、
小学校、中学校ともに全国１位であった10）。そして、国
内２大都市である、東京と大阪近隣の状況を観るために、
近畿地方と関東地方の各都府県について取り上げ、図を
用いて視覚化したところ、大阪府の特別支援学級による
　分教室教員による特別講義では、患児の退院後のス
ムーズな復学を目指し、どのような取り組みを行ってい
るか、チーム医療・療育の場で、どのような役割を果た
しているのか、患児の原籍校の教員との協力体制がどの
ように図られているか等のいろいろな実践が紹介される
場となっている。
　下記に示した、表４．「入院しているのに、勉強なん
て？」は、看護学生へ分教室を紹介するために、分教室
教員が「病気療養児の教育について」（1994（平成６）
年文部省通知）6）を参考に作成したスライド「大阪市立
大学医学部附属病院 分教室の取り組みについて」より
抜粋したものである。
　実際に、分教室見学および分教室教員の特別講義に関
する学生の実習記録には、分教室の役割、患児の体調不
良時の授業の工夫、退院に向けての指導内容、復学時に
配慮すべき内容等について記されていた。また、分教室
在籍の患児以外の患児を受け持った学生も、自身の受け
持ち患児への発達段階をふまえた教育的かかわりの重要
性について、述べられていたことから、分教室見学およ
び分教室教員による特別講義は、乳児期・幼児期等の学
童期・思春期以外の発達段階の患児を受け持った学生に
とっても、各発達段階の患児の看護を考える上で、効果
表３．分教室見学時の学生の質問内容例
表５．本学の小児看護学実習の実習目的、実習目標、
実習内容（実習要項より抜粋）7）
表４．「入院しているのに、勉強なんて？」
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　本学附属病院における特別支援教育は、2012年４月の
分教室への移管以前は、小学生の入院患児に対して、市
内小学校の院内学級の教員１名が授業にあたり、中学生
に対しては、特別支援学校の教員による５教科を中心と
した訪問教育（週３回、１回２時間）が、行われていた。
訪問教育の場合、他施設においても、食堂や面談室など
を利用して行われることが多いが、本学においてもその
ような現状であった12）。しかし、分教室に移管して以降
は、小学部の教員２名（内、１名は、訪問教育も担当）
と中学部の教員１名が配置され、中学部では９教科全て
の授業が行われている（資料１）。そして、学習環境は、
学校として整えられた分教室内を中心に行われている
（写真１～４）。分教室の訪問教育担当の教員は、市内の
他の病院に入院した患児の教育のため、週３日、１回２
時間の授業を行い、退院後のスムーズな復学を支援して
いる。分教室の特色は、表７の通りであり、他部門、他
職種との連携を図りながら、患児の学習支援を行ってい
る。また、分教室の新しい取り組みとして、「①テレビ
会議システムを使って、自宅に学習を届ける。②ビデオ
でクラスの子どものエールを届ける。③本校・分教室・
訪問学級との交流をICT等を活用して行う。」などを行っ
ている14−16）（表８）。
　本学分教室における、2012（平成24）年から2014（平
成26）年の３年間の分教室在籍状況については、小学
部の児童数は27人で、平均在籍日数は131.1日であった。
また、中学部の生徒数は11人で、平均在籍数は、191.1
日であった。これらの日数については、復学支援の観点
から、年度末は入院していても、籍を地元の学校に戻す
ことや、入院してから勉強を始めるまでに時間の経過を
要することなどから、入院日数と同じではない。また、
在籍患児の疾患の内訳は、小児がん、腎疾患、骨格系疾
患、血液疾患等であった。
　
　次に、分教室と本学附属病院小児医療センターの連携
の実際について、主なものを、表９に示した。
特別支援教育の層の厚さが伺えた11）（図３、４）。
　次の表６では、大阪を含む近畿地方の国公立大学病院
における分教室と院内学級の有無について調査した結果
を示した。本学では、2012年４月に院内学級から、分教
室へ移管されたが、近隣の国公立の大学病院９施設中、
４番目に分教室に移管されている。この９施設中、４施
設が既に分教室に移管しており、その他、４施設が院内
学級として運営しており、もう１施設については訪問教
育として運営している。
図３．関東地方と近畿地方の特別支援学級（病弱・身体虚弱）数
［公立小学校］（2007年）
図４．関東地方と近畿地方の特別支援学級（病弱・身体虚弱）数
[公立中学校]（2007年）
表６．近畿地方（2府5県）の国公立大学附属病院に
おける病弱教育（2015年度）
表７．分教室の特色
表８．分教室における新しい取り組み
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取り組みについて、本稿で紹介したが、他病院内の分教
室等および、今後、新たに分教室等を設ける施設へ参考
になるところがあれば幸いである。
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　日々の授業に関しては、まず、分教室在籍患児の体調
確認の為、９時に分教室から病棟へ電話連絡を行ってい
る。その日の担当の看護師は、患児のもとに訪室し、朝
の健康状態を確認するようにしている。そして、業務リー
ダーの看護師は、分教室教員と連絡を取り合う。そして、
９時半からの授業の場所を分教室にするのか、ベッドサ
イドで行うか等を判断している。また、分教室教員と病
棟看護師の間で、連絡ノート（病棟連絡簿）を用いて、
必要事項の確認を行っている。具体的には、授業を受け
られる状態か否か、体調や治療・処置などのタイムスケ
ジュール等について伝達している。
　次に退院に向けた取り組みについてであるが、分教室
では、長期入院の患児が、退院後、スムーズに原籍校の
クラスに溶け込めるように様々な取り組みを行ってい
る16）。実際に退院に向けて、医療スタッフ、原籍校教員
と共にカンファレンスを行ったり、患児自身が復学時に
原籍校の教員やクラスメイトへ何をどのように伝えれば
よいかについて、一人一人の患児の状況に合わせて、具
体的な指導・助言を行っている。一例として、自立活動
の時間に、自分の病気を調べて、自由研究にまとめ、ク
ラスへの復学時に、患児が自分で説明できるような支援
を行っている。分教室教員は、患児の退院後を見据え、
スムーズな復学を目指した取り組みを行っており、教育
を通じた社会的支援という重要な役割を持っていると考
えられる。このように、医療スタッフ、病弱教育担当の
特別支援学校教諭がともに連携し、それぞれの専門性を
発揮しながら、患児とその家族を支えるための取り組み
を行っている。
おわりに
　現在、小児看護の場は、病院を始め、学校教育の場や、
小児の在宅看護の場など、広く地域社会へ開かれている。
実際に、学生が小児看護関連の職を考えるとき、小児病
棟の看護師になる、小児の在宅看護を目指す、あるいは
特別支援学校などの学校現場において、看護師または養
護教諭として勤務するなどのいろいろな選択肢がある。
学生が、小児看護学実習の中で、分教室との連携につい
て深めることで、チーム医療の実際を学ぶと同時に、将
来の進路を考える上でも役立つことを期待している。ま
た、分教室教員や小児医療センター職員の様々な連携と
表９．分教室と小児医療センターの連携
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